
（単位：千円）
年度別 歳入 歳出

平成27年度（2015年度） 313,241,596 140,430,560
平成28年度（2016年度） 297,202,637 144,643,271
平成29年度（2017年度） 284,324,851 147,243,322
平成30年度（2018年度） 272,713,917 155,204,833
令和元年度（2019年度） 249,106,793 164,110,880
令和2年度（2020年度） 216,240,416 164,939,042
令和3年度（2021年度） 183,810,667 156,202,542
令和4年度（2022年度） 189,775,186 154,084,778
令和5年度（2023年度） 218,141,685 145,421,334
令和6年度（2024年度） 236,915,240 152,115,252

問合せ先：会計課

（単位：千円）

款・項 令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

令和5年度
（2023年度）

令和6年度
（2024年度）

歳入総額 216,240,416 183,810,667 189,775,186 218,141,685 236,915,240

特許料等収入 125,367,149 129,883,528 148,629,656 151,443,955 153,758,450
特許印紙収入 94,787,267 84,776,772 82,543,441 3,241,212 3,177,107
特許料等収入 30,579,882 45,106,756 66,086,215 148,202,743 150,581,343

他会計より受入
一般会計より受入 17,806 17,713 17,599 1,845,361 54,442

独立行政法人納付金収入
独立行政法人工業所有権 
情報・研修館納付金収入 1,839,538 － － － 4,011,840

雑収入
雑収入 852,483 723,652 252,984 213,619 254,050

前年度剰余金受入
前年度剰余金受入 88,163,440 53,185,774 40,874,947 64,638,750 78,836,458

問合せ先：会計課

１．歳入歳出累年表

２．歳入予算に関する統計表

予算・機構・定員関係資料付録２
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（1）事項別歳出予算
（単位：千円）

事項 令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

令和5年度
（2023年度）

令和6年度
（2024年度）

歳出総額 164,939,042 156,202,542 154,084,778 145,421,334 152,115,252
独立行政法人工業所有権情報・研修館運営費

独立行政法人工業所有権情報・研修館
運営費交付金に必要な経費 12,164,027 11,110,411 10,761,811 10,560,922 11,554,071

事務取扱費 149,871,641 140,512,187 132,833,586 134,228,902 139,436,888
事務取扱いに必要な経費 53,041,877 51,810,814 49,862,150 50,213,252 50,676,062

一般事務処理経費 52,898,089 51,693,207 49,745,598 50,192,207 50,659,456
既定定員に伴う経費（定員合理化・増員・振替含む） 34,358,440 34,630,122 33,664,538 33,799,120 34,801,321
一般管理経費 7,122,426 7,749,653 7,841,877 8,575,876 9,124,463
各種審議会経費 13,093 13,076 12,611 14,065 13,778
特許管理等指導奨励経費 2,007,225 1,987,091 883,478 1,005,964 606,207
外部借室経費 3,186,849 1,757,136 1,837,666 1,053,823 79,013
工業所有権行政の国際化 3,243,177 3,110,543 3,140,627 3,347,939 3,772,000
中小企業出願等支援事業 2,836,801 2,317,067 2,235,730 2,257,154 2,121,733
特許微生物寄託機関関係 130,078 128,519 129,071 138,266 140,941

特許公報類発行経費 143,788 117,607 116,552 21,045 16,606
工業所有権の審査審判等の処理
促進に必要な経費 55,982,648 49,064,761 47,750,426 49,912,779 51,928,325

審査審判等事務処理経費 42,707,602 37,576,375 37,486,092 39,802,600 40,794,535
審査審判基盤整備 392,906 379,763 383,712 349,350 435,381
審査審判処理 34,168,264 28,650,381 28,589,895 29,558,730 29,575,877
特許協力条約実施経費 8,146,432 8,546,231 8,512,485 9,894,520 10,783,277

資料整備経費
審査審判資料整備 13,275,046 11,488,386 10,264,334 10,110,179 11,133,790

特許事務の機械化に必要な経費 40,847,116 39,636,612 35,221,010 34,102,871 36,832,501
施設整備費

施設整備に必要な経費 2,703,374 4,379,944 10,289,381 431,510 1,024,293
予備費

予備費 200,000 200,000 200,000 200,000 100,000

問合せ先：会計課

３．歳出予算事項に関する統計表
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（2）令和6年度特許特別会計歳出予算の概要

問合せ先：総務課

＜主な取組＞

 イノベーションや競争力の源泉が無形資産へと変わる時代にあって、知財の活用は、中小企業やスター
トアップの経営力強化のために、極めて重要。このため、令和6年度は主に、
① 知財活動を支える世界最速・最高品質の審査体制を確保するとともに、
② 令和5年5月に改定した知財活用アクションプラン*に基づき、研究開発から社会実装までを切れ

目なく支援し、イノベーション創出等を強力に後押しする。具体的には、中小企業・スタートアッ
プ・大学に対する、研究成果の社会実装を支える知財活用支援策をより一層拡充する。さらに、
地域の中小企業・スタートアップ・大学に対して、地域の実情・ニーズに即したワンストップでのき
め細かい地域密着型の知財経営支援体制や施策を強化することにより、地域の「稼ぐ力」向上に
繋げる。

 令和6年度予算額は、特許特別会計の財政状況を踏まえ、歳出削減を徹底しつつ、これらの取組
について最大限措置し、
総額は1,521億円（前年度比+67億円、単年度収支+60億円）。

*知財活用アクションプラン（令和5年5月公表）https://www.meti.go.jp/press/2023/05/20230524002/20230524002.html

必要な審査能力の確保 303.3億円（R5fy281.5億円） + 定員の確保
• 任期付審査官95名（令和5年度末まで）の時限延長（10年間の延長）【定員】
• 先行技術調査等について必要な規模を確保するとともに、外国語文献調査を充実させることで質を更に

向上【拡充】
情報システム刷新及びシステム運用 368.3億円（R5fy322.7億円）
• 運用の効率化を徹底しつつ（定常経費▲15億円）、必要なシステム刷新を計画的に実施【継続】

①知財活動を支える世界最速・最高品質の審査体制 671.6億円（＋11.2％）

研究成果の社会実装を支える知財活用支援策の拡充
14.3億円*（R5fy12.7億円）＋INPIT交付金116億円（R5fy106億円）の内数

*国庫債務負担行為による後年度負担額を含む
• スタートアップ及びベンチャーキャピタルに対し、知財専門家を派遣し伴走支援等を実施【拡充／一部

INPIT交付金】
• 大学に知財専門家を派遣し、大学の研究成果の発掘・知財戦略構築や産学連携プロジェクトの知財マ

ネジメント等を支援【拡充／INPIT交付金】
• 中小企業やスタートアップの海外展開に向けて、外国での出願や権利侵害対策等を支援【新規（現行

事業見直し）】
• 2025年大阪・関西万博を通じて知財活用の取組を世界に発信するための準備に着手【新規】

地域の実情・ニーズに即したワンストップでの知財経営支援体制・施策の強化
9.1億円（R5fy6.7億円）＋INPIT交付金116億円（R5fy106億円）の内数

• 自治体や地域の支援機関等の連携のハブとなるプロデューサー（チーム）を形成し、中小企業への伴走
支援等を実施【新規】

• 各地域の経済産業局による、地域のニーズに即した知財活用支援を実施（知財ビジネスマッチング等）
【拡充】

• 47都道府県に知財支援に関する相談窓口を設置【拡充／INPIT交付金】
• 地域の金融機関と専門家が連携し、企業の知財を評価し、事業戦略を策定する取組等を支援【新規

（現行事業見直し）】
• 地域の産業支援機関による中小企業向け知財活用施策を支援【継続】
• 地域の中小企業への普及啓発活動を実施【拡充】

②イノベーション創出・経営力強化のための知財活用支援
23.4億円（＋20.6％）及び（独）INPIT交付金の内数
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https://www.meti.go.jp/press/2023/05/20230524002/20230524002.html


（年度末定員　単位：人）
平成 

27年度
平成 

28年度
平成 

29年度
平成 

30年度
令和 

元年度
令和 
2年度

令和 
3年度

令和 
4年度

令和 
5年度

令和 
6年度

総定員 2,821 2,804 2,788 2,780 2,792 2,789 2,793 2,794 2,796 2,800
［審査・審判官］ 2,275 2,270 2,263 2,257 2,253 2,257 2,263 2,267 2,268 2,272
●審査官 1,888 1,887 1,880 1,874 1,870 1,877 1,883 1,887 1,888 1,892

特・実審査官 1,702 1,702 1,696 1,690 1,682 1,666 1,665 1,662 1,663 1,669
意匠審査官 48 48 48 48 48 50 50 50 50 50
商標審査官 138 137 136 136 140 161 168 175 175 173

●審判官 387 383 383 383 383 380 380 380 380 380
［一般］ 546 534 525 523 539 532 530 527 528 528

問合せ先：総務課

４．特許庁定員推移表

266 特許行政年次報告書2024年版

付録２ 予算・機構・定員関係資料



５．特許庁組織図（2024年4月1日現在）

問合せ先：総務課

制度審議室

特 許 庁 総 務 部 秘　書　課

総　務　課

長 官

特 許 技 監 会　計　課

企画調査課

工業所有権審議会 普及支援課

審 査 業 務 部 審査業務課

方式審査室

登録室

情報技術統括室

特許行政サービス室

商　標　課

国際政策課

国際協力課

審査推進室

審査基準室

意　匠　課

出願課

国際出願室

国際意匠・商標出願室

審 査 第 四 部 審　査　長

審　査　長

審 査 第 一 部 調　整　課

審　査　長

審 査 第 二 部 審　査　長

審 査 第 三 部 審　査　長

審 判 部 審　判　課

特許侵害業務室

審　判　長
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